
経理様式12（記載例）

※本報告書記載の資産については研究機関側（企業等）で資産計上する必要はありません。 ２０　　年　　月　　日

国立研究開発法人防災科学技術研究所  殿

研究機関：

部署・職名：

契約担当者：

研究担当者： ○○　○○ 報告対象期間： 自　2024年4月1日

契約番号： 〇-〇〇-〇〇 [検収ベース] 至　2024年6月30日

課題：

サブ課題：

研究開発テーマ：

研究題目：

報告対象の有無：
(右記プルダウンから選択)

番号 品名 型番 メーカー 取得金額（円） 契約日 検収日 支払日
設置住所
設置場所

備   考

○○県○○市○○1-2

株式会社○○○　△△研究所

合　　計（円） 1,300,000

※報告書作成にあたっての留意事項

○○に関する研究開発

1 ○○ソフト SSS01-G （株）×× 1,300,000

○○○株式会社

代表取締役

無形固定資産取得報告書（兼）貸付申請書
（５０万円以上）

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

2024年4月3日 2024年5月15日 2024年6月1日

スマート防災ネットワークの構築

○○　○○

下記の無形固定資産を取得しましたので、報告し、貸付を申請します。貸付が許可された場合には防災科研の提示する貸付条件に従って、利用、管理等を行います。

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
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□　「取得金額」の欄には、消費税及び附帯費用（本体に予め付属する備品等の費用、輸送費、据付調整費等）込みの金額を記載してください。

□　「検収日」とは、仕様通りの物品等が納入され正常に稼働したことを確認した日とします。

□　利益排除を行っている場合には、その根拠資料を添付してください。

□　資産の内容を確認するため、カタログ・見積書・納品書・請求書の写しを各資産毎に添付してください。

□　企業会計上、研究開発費用として認識される試作品（ソフトウェア含む）は、固定資産には含まれません。

　　 但し、ある特定の研究開発目的に使用された後に、他の目的に使用できるような試作品（一部分が他へ転用できる場合も含む）は、固定資産として報告してください。

□　あらかじめ機器・設備等に付属しているソフトウェアについては、有形固定資産の取得金額の一部として計上してください。

□　５０万円以上の無形固定資産を取得した場合に記入してください。(固定資産の定義は、企業会計上のものと同一です。)

10

四半期毎の報告です。

一般的な名称を記入

同一物品につき複数

個購入の場合は、個

別に計上

販売店ではなく、製造

メーカーを記入
確定額（税込）

を記入

売買契約書が

ある場合は契

約日を記入、な

い場合は発注

日を記入

納品後の検収

日を記入

支払が行われ

ていない場合

は予定日を記

入

上段：設置住所

下段：設置場所

【240401】



経理様式12（別紙）（記載例）

２０　　年　　月　　日     

国立研究開発法人防災科学技術研究所  殿
研究機関：

部署・職名：
契約担当者：

【無形固定資産】 取得理由書

研究担当者： ○○　○○ 報告対象期間： 自　2024年4月1日
契約番号： 〇-〇〇-〇〇 [検収ベース] 至　2024年6月30日
課題： スマート防災ネットワークの構築
サブ課題： 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
研究開発テーマ： 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
研究題目： ○○に関する研究開発

番号 品名
①　事務処理説明書（企業等用）Ⅲ．9.2.3及び
9.2.4の要件（資産報告対象外）に当てはまらな
いことを確認ください

②　研究開発実施計画書「表2．6-2　2023年度
のスケジュールとマイルストーン」より、今回の資
産取得に関連する実施題目を転記してください

③　左記②の実施項目にかかり、資産を取得し
た理由を記載してください
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1 ○○ソフト 当てはまらないことを確認しました
「△△支援システムの研究」のうち
「1-3　◎◎システムのための××機能の試作」

実施項目「「1-3　〇〇に関する実証実験」の実施にお
いて、××機能を搭載するため△△ソフトウェアを作
成・取得した。

2

○○○株式会社
代表取締役
○○　○○

④　研究期間終了後の物品等の取扱いについ

ては、「委託研究契約書第１０条２項
※

」に従うこ
とを確認してください。

「委託研究契約書第１０条２項」を確認しました

※委託研究契約書第１０条２項（抜粋）「使用する甲（防災科研）帰属の取得物品及び提供物品（以下「取得物品等」という。）について、研究期間終了後遅滞なく有償で甲から借り受け本研究の発展のため当該取得物品等を使用し、当該取得物品
等の耐用年数経過後甲から買い取るものとする。ただし、甲が使用又は処分等を必要とする場合は、この限りでない。」
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四半期毎の報告です。

【240401】
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